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れ、とりわけ単純労働者の受け入れが、受入れ国の新たな財政負担となれば 公共サービスの供給水準の低下や財政赤字の拡大を通じて将来世代の負担増につながる可能性はある。しかし 既に述べたように、外国人労働者の け入れ自体は、それと補完的な生産要素の生産性を改善するメリットがあるので、追加的な財政負担の可能性だけを殊更に強調すべきではない。四．
 労働移動の国際化の便益─新しい視点─
　
労働移動の国際化がもたらす便
益は、資源配分の効率化だけにとどまらない。例えば、海外から優秀な人材を受け入れることによって研究開発などの知的創造活動が促進されるという点がしばし 指摘
さ
れ
る。
実
際
に、
ア
メ
リ
カ
で
Ｈ―
1Ｂビザの保有者が一〇％増
加
す
る
と、
特
許
数
が
〇・
三
か
ら
〇・七％程度増加するという研究結
果
も
あ
る
［
K
err an
d L
in
coln
 
2
0
1
0
］。
優
秀
な
人
材
の
集
積
が
生
む
メ
リ
ッ
ト
は
分
か
り
や
す
く、
ま
た、社会保障や財政負担への懸念
も少ないことから政策になりやすい。　
しか
し
、
労
働
移
動
の国
際
化によ
る
便
益は
高
度
人
材に限
ら
な
い
。外
国
人
単
純
労
働
者
の受け
入
れ
によ
っ
て
家
事
労
働
の
機
会
費
用
が
高
い
女
性
、
つ
まり
高
度
な
専
門
的
技
能
を
持
つ女
性
た
ち
の
労
働
市
場
へ
の
参
加
が
促
さ
れ
る
と
い
う
指
摘
が
あ
る
［
C
ortes and T
essada 2
0
11
］。
　
また
、
たとえ同じよう
な
教
育
水
準
であ
っ
ても
外
国
人
労
働
者
と国
内
の
労
働
者
は
異
なる
業
務
（
タスク
）
に
比
較
優
位
を
持
つ
の
で
、
外
国
か
ら
の労
働
者の
受
け
入
れ
は
、
国
内
の
労
働
者
と
の
業
務
レ
ベ
ル
の
分
業
を
促
し
、
受け
入
れ
国
の生
産
性
を
上昇
さ
せ
る
と
い
う
指
摘
も
あ
る
［
P
eri 
2
0
1
2
］。「
日
本
は
自
動
車
産
業
に
比
較
優
位
が
あ
る
」
と
い
っ
た
言い
方に
代
表
さ
れるよ
うに
、
比
較
優
位
は
こ
れま
で産
業
や
製
品
単
位
で考
えられ
るこ
と
が
多
か
っ
た
。
し
か
し
、比
較
優
位
を
業
務
単
位で
考
え
る
こと
で
、
労
働
移
動
の
国
際
化が国
際
分
業
に
果
たす
新
たな
役
割
を
見
出
す
こ
と
が
で
き
る
⑺。
五．
 まとめ―東アジア地域と日本という視点―
　
日本がインドネシア、フィリピ
ン、ベトナムと締結した二国間経済連携協定には介護・看護部門における人材の受入れが盛り込まれた。介護は、日本が外国人の就労を進めようとしている専門的・技術的分野には含まれていない。また、
日
本
で
の
資
格
取
得
が
前
提
だ
が、日本で働き続けることができる仕組みになっている。これらの点で、経済連携協定による受け入れは、冒頭に述べた日本の外国人労働受け入れ政策の基本方針から一歩踏み込ん いる。　
技能実習生の制度は基本的な政
策方針と矛盾しかねな 要素を含んでいる。貿易の観点からは、製造部門における実習生の受け入れが日本の比較優位構造を歪める可能性もある。　
一方、東アジア地域での経済的
な結びつき 深化するとともに、人の移動の自由化に対する要請も強まっている。例えば、二〇一五年の発足を目指しているＡＳＥＡＮ経済共同体では、技能労働者移動の自由化が目標に掲げられている。現在、日本の外国人労働者の約七割はアジア地域からの受け入れであり、東アジア地域における労働移動の国際化の動きは、日本の外国人労働者政策が近い将来
問い直される可能性があることを示唆している。　
本稿で紹介したように、労働の
国際化による潜在的なメリットは大きく、他方、国内労働市場への負の影響は一般に懸念されるほど大きくない可能性が高い。日本が現在受け入れを促進している専門的・技術的分野以外の外国人労働について、そのあり方を再検討する価値は十分あるだろう。（さ
と
う
　
ひ
と
し
／
ア
ジ
ア
経
済
研
究
所
　
ミクロ経済分析研究グループ）
《注》⑴
 「雇
用
政
策
基
本
方
針
」
は
平
成
二
〇年二月厚生労働大臣告示。専門
的・
技
術
的
分
野
と
は、
「
高
度
な
専
門
的
職
業
」「
大
卒
ホ
ワ
イ
ト
カラー、技術者」
、「外国人に特
有または特殊な能力等を かした職業」とされ、技術（エンジニ
ア
等
）、
人
文
知
識・
国
際
業
務
（
企
画、
営
業
な
ど
の
事
務
職、
通
訳
な
ど
）、
企
業
内
転
勤、
技
能
（パイロット、料理人など）
、教
授、投資・経営、法律・会計業務、医療、研究、教育（語学教師）が「出入国管理および難民認定法」に指定されている。
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⑵ 外
国
人
技
能
実
習
制
度
の
対
象
職
種
は
、
農
業
、
漁
業
、
建
設
、
食
品
製
造
、
繊
維
・
衣
服
、
機
械
・
金
属
、
そ
の
他
製
造
業
で
計
六
六
職
種
であ
る
。
サ
ー
ビ
ス
業
は
含
ま
れ
な
い
。
⑶
 ここに掲げた在留資格別の外国人
労
働
者
の
統
計
は
厚
生
労
働
省
『
外
国
人
雇
用
状
況
の
届
出
状
況
』
による。
⑷
 例
え
ば
、
後
藤
［
二
〇
〇
四
］
は
外
国
人
労
働
者
の
受
け入
れよ
り
も
女
性
労
働
力
の
活
用
の方
が確
実
に経
済
厚
生
改
善
に
つな
がる
の
で
、
労
働
力
不
足
に
は
女
性
の職
場
進
出
の
阻
害
要
因
を
取
り
去
る
こ
と
で対
応
す
べ
き
で
あ
る
と
主
張
して
い
る
。
一
方
、
日
本
商
工
会
議
所
は
外
国
人
単
純
労
働
者
の
受
け入れ促
進
を
検
討
す
べ
き
と
主
張
し
て
い
る
（『
少
子
高
齢
化
、
経
済
グ
ロ
ー
バ
ル化
時
代
に
お
け
る外
国
人
労
働
者
の受
入
れの
あ
り
方
に
つ
い
て
』
二
〇
〇
三
年
九
月
一
七
日
）。
ま
た
、
日
本
弁
護
士
連
合
会
（
日
弁
連
）
は
外
国
人
技
能
実
習
制
度
を
廃
止
し
た
う
え
で
、
非
熟
練
労
働
者
の受
入
れ
を
前
提
と
した在
留
資
格
制
度
の
創
設
を
提
言
し
て
い
る
（『
外
国
人
技
能
実
習
制
度
の
廃
止
に
向
け
て
の
提
言
』
二
〇
一
一
年
四
月
一
五
日
）。
日
本
労
働
組
合
総
連
合
会は
、
単
純
労
働
を
可
能
に
す
る在
留
資
格
、
就
労
資
格
の緩
和や
医
師や
看
護
士
、
介
護
士
等
の
業
務
独
占
資
格
の
国
家
間
相
互
認
証
に
反
対
し
て
い
る
（『
連
合
の
外
国
人
労
働
者
問
題
に
関
する
当
面
の
考
え
方
』
二
〇
〇
四
年
一
〇
月
二
一
日
）。
⑸
 労
働
移
動の
国
際
化
に
つ
い
て
の
よ
り
広
範
で
詳
細
な
文
献
の
サ
ー
ベ
イ
に
つ
い
て
興
味
が
あ
る
読
者
は
、
佐
藤
［
二
〇
一
三
］
を
参
照
し
て
欲
し
い
。
⑹
 世
界
銀
行
の
統
計
（
W
orld D
e-
velopm
ent Indicators ）
で
は
、
二〇
一
〇
年
の
Ｏ
Ｅ
Ｃ
Ｄ
加
盟
国
の
一
人
あ
た
り
Ｇ
ＤＰ
の
平
均
は
約
三
万
八
〇
〇
〇
ド
ル
、
中
・低
所
得
国
の
そ
れ
は
約
六
〇
〇
〇
ドルと
な
っ
て
い
る
。
⑺
 同
時
に
、
外
国
人
労
働
者
の
受
け
入
れ
拡
大
で
は
な
く
、
女
性
の
労
働
市
場
へ
の
参
加
を
促
し
て
い
く
と
い
う
日
本
の労
働
政
策
の方
針
に
発
想
の
限
界
が
あ
る
こ
と
も
分
か
る
。
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p
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